
 

 

 

■実施状況                                                  ＜令和８年８月時点＞ 

 令和７年度補正予算 令和８年度補正予算 

交付限度額 4億 9513万円     2110万円     

うち令和７年度 交付決定額 1億 5219万円（31%） ―円（―%） 

うち令和８年度 交付決定額 3億 4294万円（69%） 2110万円（100%） 

残額 0円（0%） 0円（0%） 
 
■主な事業概要 ※規模の大きい事業を最大５つ程度記載（詳細は別途実施計画をご覧ください） 

生活者支援 

◆物価高騰対策低所得者支援給付金給付事業  事業費：２億８,６３５万円（Ｒ７補正を活用）  ※食料品特別加算を活用 

 食料品等の物価高騰による負担を軽減するため、住民税非課税世帯及び住民税均等割のみ課税の世帯を対象に５万円の給付金を支給する。 

 

◆小学校給食費無償化事業  事業費：９,５４２．４万円（Ｒ７補正を活用）  ※食料品特別加算を活用 

 物価の上昇が長期化する中、子育て世帯の保護者（小学校）への負担を軽減するため、給食費負担軽減交付金による支援を踏まえ、国や県の基準額に基

づく支援額を超える部分について重点支援地方交付金を充当して学校給食費の無償化を行う（教職員は除く）。 

 

◆まちづくりセンター省エネ設備更新事業  事業費：５,８０５万円（Ｒ７補正＆Ｒ８補正を活用）   

 平時は市民が使用する施設で、災害時には避難所となるまちづくりセンターのエアコン等を省エネ性能を高くすることにより、エネルギーコストの削減

を図る。 

 
 

事業者支援 

◆畜産経営持続支援事業  事業費：４，２６４万円（Ｒ７補正を活用） 

 国際情勢等により飼料価格が高止まりし、畜産経営を圧迫する中、飼料購入に係る農家負担の一部を支援することで、安定的な事業継続の下支えを図る。 

 

◆医療・介護・保育施設等物価高騰対策応援金支給事業  事業費：１,３７４．２万円（Ｒ７補正を活用） 

 社会福祉施設等は、原油価格や物価高騰の影響により費用負担が増大している一方、収入は公定価格で定められており、高騰分の価格転嫁が困難である

ため、施設運営事業者等に対して応援金を支給するもの。 

※事業費の全部又は一部に本交付金を充当予定 
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